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はじめに
　
事前求償権と事後求償権との関係については、最三小判昭和六〇年二月一二日（民集三九巻一号八九頁、判例タ
イムズ五七九号五二頁、金融法務事情一〇九一号三六頁、金融・商事判例七三五号三頁）が、両者はその発生要件を異にするものであるうえ 別個の権利であり、その法的性質も異なるものというべきであると述べた。　
しかし、求償権というのは、本来、保証人が主債務者に代わって弁済をすることから生ずる債権（事後求償権）
であり、代位弁済前に主債務者に対して請求することができる場合（事前求償権）であっても、その後に代位弁済したものと全く別物であるとすることには疑問があ 。　
本稿では、事前求償権による仮差押えが、事後求償権についての時効を中断するかどうかという場面を想定して
この問題を検討してみることとしたい。
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二
　
事前求償権の必要性とその制限
　
本来、求償権というのは、先述したように、保証人が主債務者に代わって弁済をすることから生ずる債権（事後
求償権）である。しかし、事後求償権の行使だけでは、保証人の主債務者に対する求償権の確保が必ずしも図ることができるとは限らないことから、事前求償権を認めないと、保証人の負担が過大になってしまうおそれがある。　
他方、だからといって、逆に、事前求償権を無制限 認めてしまうと、保証人による弊害が考えられる。つまり、
事前求償権を主債務者に対して行使した保証人が、事前求償権行使により取得した財産を債権者に必ずしも代位弁済するとは限らず、主債務者の財産取得後、それを自分のものとして蓄積または費消してしまうおそれも否定できない。　
そこで、民法は、一定の場合に制限して、事前求償権を認めることにし、そのバランスを図ってい と思われる。
すなわち、民法四六〇条は、委託を受けた保証人が、一定の場合に主債務者に対して事前に求償権を行使することができるとし その「一定の場合」として、①
　
主たる債務者が破産手続開始の決定を受け、 かつ、 債権者がその破産財団の配当に加入しないとき （同条一号） 、
②
　
債務が弁済期にあるとき。ただし、保証契約の後に債権者が主たる債務者に許与した期限は、保証人に対抗することができない（二号） 、
③
　
債務の弁済期 不確定で、かつ、その最長期をも確定することができない場合において、保証契約の後一〇年を経過したとき（三号）
を挙げている。すなわち、事前求償権の行使を制限的に認めていると解される。ま 、同法四五九条も、 「保証人が
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主たる債務者の委託を受けて保証をした場合において、過失なく債権者に弁済をすべき旨の裁判の言渡しを受け、又は に代わって弁済をし、その他自己の財産をもって債務を消滅させるべき行為をしたときは、その保証人 、主たる債務者に対し 求償権を有する。 」と規定されており、 「過失なく債権者に弁済をすべ 旨の裁判の言渡しを受け」 ときには、事前求償することができると解される。したがって、委託を受けた保証人は、以上の四つの場合に事前求償権を行使することが認められているこ になる。　
なお、現在（平成二八年一月時点）国会に上程されている「民法（債権関係）の改正に関する法律案」では、現
行の四六〇条三号は削除され、代わり 、 「保証人が過失なく債権者 弁済をすべき旨の裁判の言渡し 受けたとき」を加え、当該箇所を四五九条から削除している。
三
　
事前求償権の法的性質
　
事前求償権の法的性質については、主に
①
　
保証債務の履行のための出捐を委任事務処理費用と解し、受託保証人の事前求償の規定の趣旨は、民法六四九条の制限であるとする委任事務処理費用説、
②
　
事後求償権の保全 ため 規定であるとする 後求償権保全説
③
　
一定の事由がある場合に、受託保証人をその負担から解放し、免責するための制度であるとする免責請求権説
などが主張されている。以上三説のうち、判例は①説を採っている。たとえば、最判平成二年一二月一八日（民集四四巻九号一六八六頁、判例タイムズ七四八号一一八頁、判例時報一三七〇号五八頁 金融法務事情一二七七号二八頁、金融・商事判例八六四号三頁）は、 「保証の委託とは、主債務者が債務の履行をしない場合に、受託者におい
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三
て右債務の履行をする責に任ずることを内容とする契約を受託者と債権者との間において締結することについて主債務者が受託者に委任 ことであ から、受託者が右委任に従った保証をしたとき は、受託者は自ら保証債務を負担することになり、保証債務の弁済は右委任に係る事務処理により生ずる負担であるということができる。 」と判示している。　
その一方、東京高判平成一九年一二月五日（判例時報一九八九号二一頁、金融・商事判例一二八三号三九頁）は、
「事前求償は、事後求償と同一の経済的給付を目的とし、事後求償権の不履行への不安を除去し、事後求償権の履行をあらかじめ保全する機能を有するものである」と述べており、②説を採っているものもあ
る
（（
（
。思うに、①説と
②説とは相反するものと捉え べきではなく、①説を採った ても必ずしも②説的な機能があることを排除すべきものではないものと解される。①説は、事前求償権の発生原因を示したものであり、②説は、事前求償権の目的を示したもの 理解することができ　
しかし、近時は、③説が有力となってきてい
る
（（
（
。
四
　
事前求償権と事後求償権とは別のものか
１．学説の状況　
事前求償権と事後求償権との関係について、学説上は 両者が同一の権利であることを前提に解釈する一個
説
（（
（
と、
両者が別個の権利であること 前提にして、事前求償権 事後求償権 発生しても存在するが、事後求償権を保全するという目的 みで成立する権利であるとする二個
説
（（
（
等の対立があったが、今日では、二個説が通説となってい
る。
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四
２．判例の状況　
ところで、最判昭和三四年六月二五日（民集一三巻六号八一〇頁、金融・商事判例五二九号一七〇頁）は、代位
弁済がなされる以前の求償権では、根抵当権に基づく競売手続の中の配当手続において、配当を受けられないかどうかが争われた事案であるところ、 同判決は、 「民法四六〇条二号は主債務が弁済期に在るということだけで保証人の求償権の事前行使を可能としているのであって、所論のような場合を除外して解釈しなければならないという根拠はどこにも見当らない。従って、本件配当期日たる昭和三〇年一二月一三日以前である同年一一月二日に主債務の弁済期がすでに到来して たという原判示の場合において、被上告人の配当要求を適法とした原審の判断は正当である。 」と判示し、 求償権の行使につ て言及し、代位弁済をしていなくても保証人は配当を受け取ることができる旨を述べている。ただし、事前求償権と事後求償権との関係については明確に語っていない。　
しかし、前掲最判昭和六〇年二月一二日が 事前求償権と事後求償権のそれぞれの起算点が問題となった事案に
おいて、次のように述べて、両者を異なるものであると した。すなわち 「主たる債務者から委託を受けて保証をした保証人（以下「委託を受けた保証人」と う。 ）が、弁済その他自己の出捐をもって主たる債務を消滅させるべき行為（以下「免責行為」という。 ） したことにより、民法四五九条一項後段の規定に基づき主たる債務者に対して取得する求償権（以下「事後求償権」という。 ）は、免責行為をしたとき 発生し かつ、そ 行使が可能となるものであるから、その消滅時効は、委託を受けた保証人が免責 為をした時から進行するものと解すべ であり、このことは、委託を受けた保証人が、同項前段所定の事由、若しくは同法四六〇条各号所定の事由、又は主たる債務者と 合意により定め 事由が発生したことに基づき、 主たる債務者に対して免責行為前 求償をしうる権利 （以下「事前求償権」という。 ）を取得したときであっ も異なるものではない　
けだし、
事前求償権は事後求償権とその発生要件を異にするものであることは前示のところから明らかであるう
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五
え、事前求償権については、事後求償権については認められない抗弁が付着し、また、消滅原因が規定されている（同法四六一条参照）ことに照らすと、両者は別個の権利であり、その法的性質も異なるものというべきであり、したがって 委託を受けた保証人が 前 を取得しこれを行使すること できたからといって、事後求償権を取得しこれを行使しうることとなるとはいえないからである。 」３．
小括
　
確かに、この判決の言うところは否定することができないが、次の四つのケースを検討してみたい。
ａ．事後求償権が発生した後、すなわち保証人 よる代位弁済がなされた後に、事前求償権を行使することができ
るのか？この場合には、事前求償権が発生する余地がなく、事後求償権しか行使できないと思える。
ｂ．事前求償権を行使して保証人が仮差押手続を経た後、保証人による代位弁済がさ たとき 本差押手続は保証
人が事前求償権ではなく、事後求償権で行なうはずである。そうであれば、遅くとも本差押手続実行時には、事前求償権と事後求償権を二重に、あるいは別々に実行することは考えられず、両者が同一になっていないとおかしいと考えられる。
ｃ．不動産競売申立て手続を保証人が事前求償権で行なったとしても、その後に保証人による代位弁済がなされた
ときは、保証人が配当受領手続を行なう際 事前求償権ではなく、事後求償権で行なうはずである。そうであれば、遅くとも配当受領手続時には、事前求償権と 後 が同一になっていないとおかしいと考えられる。
 
ｄ．主債務者が破産したということで、保証人から事前求償権により破産手続 破産債権届出を行なったケースに
おいて、その後に保証人による代位弁済がなされたときは、当該破産事件の配当受領手続は事前求償権ではなく、事後求償権で行なうはずである。そうであれば、遅くとも配当受領手続時には、事前求償権と事後求償権が同一になっていないとおかしいと考えられ 。
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以上のように考えると、たとえ最初は両者が別物であったとしても、最後まで別物であり続けると考え難く、融
合ないし合体すると考えるべきであろう。
五
　
仮差押えの時効中断の効力
　
仮差押えによって時効中断の効力がいつまで存在するかにつき、まず、最判昭和五九年三月九日（判例タイムズ
五二五号九八頁、判例時報一一一四号四二頁、金融法務事情一〇六三号三八頁、金融・商事判例六九五号九頁）は、次のように述べて、仮差押えの登記が抹消されるまで時効中断の効力を有するとしている（抹消されたら、当初にさかのぼって時効中断の効力が くなるというわけではない） 。　
すなわち、 「前記認定の事実によれば、本件仮差押の登記は、本件建物が競落されたため、旧民訴法七〇〇条一項
第二の規定に基づい 抹消されたというのであり、
本件仮差押が、Ｘの請求によって取り消されたのでないのはも
とより、Ｘが法律の規定に従わなかったことによって取り消されたものでもなく、本件仮差押の登記の抹消をもって、民法一五四条所定 事由があったもの はいえないと解するのが相当である
したがって
、
本件仮差押による
時効中断の効力は、右仮差押の登記が抹消され 時まで続 たも というべく
、その後、Ｘが、昭和五二年八
月四日頃、Ｙに対し、不動産強制競売の申立をしたことは前示の おりであり また、本訴において、Ｙが本件債権の不存在確認を請求 ているのに対し、Ｘ その請求棄却を求めて争っていることが本件訴訟 経過上明らかであるから、本件債権の消滅時効は、いまだ完成していないもの いうべきであ 。 」　
続いて、最判平成一〇年一一月二四日（民集五二巻八号一七三七頁、判例タイムズ九九〇号一二七頁、判例時報
一六五九号五九頁 金融法務事情 三五号五五頁、金融・商事判例一〇五五号三頁、同一〇五八号一三頁）も、
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七
上記昭和五九年最判を引用して、 「仮差押えによる時効中断の効力は、 仮差押えの執行保全の効力が存続する間は継続すると解するのが相当である」と判示している。　
なお、先述の民法改正の法律案は、仮差押えを「時効の完成猶予」事由としているが、これは仮差押えの登記が
継続している限り時効が完成しないこと、言い換えると、登記が抹消されるまで時効の進行を止めていることであり、上記判例と同結果になることとしている。
六
　
事前求償権による仮差押えと事後求償権への影響
　
そこで、上記を前提に、事前求償権に基づいて仮差押えをした場合に、事後求償権の時効を中断することになる
かどうかについて、従来、裁 もなく、学説上もほ んど議論されていなかった しかし、近時、裁判例となった事案があるので、これを検討してみることとする。１．大津地判平成二三年九月一四日（金融法務事情一九八一号一一九頁、金融・商事判例一四六三号三〇頁）⑴
　
事案の概要
　
事案は、訴外Ａ銀行が主債務者Ｙに対してＸ信用保証協会の保証付で融資をしていたところ、Ｙが弁済を怠った
ので、ＸがＹの所有不動産に対して、事前求償権を被担保債権 して仮差押えを た後、Ａに対して代位弁済をし（事後求償権を取得し） 、その後一〇年以上経過してから、ＸがＹ及び保証人に対して訴訟を提起したものであった。
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⑵
　
当事者の主張
　
この訴訟において、Ｘは、事前求償権と事後求償権とは別個の権利ではあるが、いずれか一方が弁済により満足
した場合には、他方もその限度で消滅するという関係にあり、その意味で両者は同一の経済的利益を目的とする権利であるから、事前求償権についての時効中断の効力は、事後求償権についても及ぶと解すべきであると主張した。　
これに対して、Ｙらは、事前請求権についての本件仮差押えによる時効中断効は、事後求償権に及ぶものではな
い旨主張した。⑶
　
本判決の概要
　
本判決は、次のように述べて、事後求償請求につき、Ｘが主張する時効中断効とその継続を認め、またＹらの権
利濫用の抗弁を排斥して、Ｘの請求を認容する旨の判決を言い渡した。　
すなわち、 「本件仮差押えは、 本件信用保証委託契約による事前求償権を被保全債権 する仮差押命令であるとこ
ろ、本件求償権は、本件信用保証委託契約による 後 である。　
事前求償権は、自分が弁済その他の出捐行為をしてから求償したのでは保証人 解放が期待できない状況下で、
保証人のリスク負担を回避するため、特に政策的価値判断に基づき認められた例外的な権利である。すなわち、主債務者から委託を受けた保証人が、民法四五九条一項前段所定の事由、若しくは同法四六〇条各号所定の 由 又は主 との合意により定めた事由が発生 たことに基づき 主債務者に対 て免責行為前に求償し得 権利である。一方、事後求償権は、免責行為をした時に発生 、かつ、その行使が可能とな も である 事前求償権は、事後求償権については認められない抗弁が付着し、消滅原因が規定されている っ 、事後求償権とその発生原因を異にした別個の債権として捉えられる性質の権利である
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九
　
したがって、事前求償権と事後求償権の消滅時効の起算点は異なる（最高裁判所昭和六〇年二月一二日第三小法
廷判決民集三九巻一号八九頁参照） 。　
しかしながら、
事前求償権と事後求償権は、究極の目的と社会的効用を同じくし、その異別性を見ても実益はな
く、制度趣旨の見地からすると、両者の同一性ないし同質性が要求されている。
すなわち、両債権は、その発生の
基礎を保証委託契約関係に置いており、民法四六〇条各号は同法四五九条と並んで同じ求償権発生の要件を規定するもので、事前求償権はその事前発生に 事後求償権はその事後発生に関するものであるとすることができる（最高裁判所昭和三四年六月二六日第一小法廷判決民集一三巻六号八一〇頁参照） 。　
そもそも、
主債務者に対する免責行為前に事前求償権に基づく不動産仮差押命令を得る目的は、信用保証委託契
約により発生した求償権を保全することにある。そして、事前求償権が、免責行為後に求償権を行使したのでは主債務者からの回収ができない恐れがあ という政策的見地から認められた趣旨からすると、まさに、事前求償権に基づく不動産仮差押えは、免責行為後の事後求償権を保全するためになさ ものであると認めら る。さらに、事前求償権に基づく不動産仮差押命令を得てそ 旨 登記手続を経由した者が、事後求償権を得たことによって、その保全のため 再度不動産仮差押命令を得てその旨の登記 するとは 事前求償権と事後求償権の究極の目的及び社会的効用 同一性からして考えられず むしろ、事前求償権に基づく不動産仮差押命令及びそれに基づく登記手続を経由することによって、事後求償権も、その発生後、同様 保全されたと考えるのが相当である。　
とするならば、本件仮差押えによって、その効力が、Ｘが免責行為後に取得した本件求償権について
についても、本件求償権が発生した平成六年一一月一八日に中断した 解するのが相当である。　
したがって、本件求償権の消滅時効の進行は中断しており、完成していない。 」
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２．大阪高判平成二四年五月二四日（金融法務事情一九八一号一一二頁、金融・商事判例一四六三号二七頁）　
この判決は、上記一裁判例の控訴審判決である。本判決も、次のように判示して、控訴を棄却した。
　
すなわち、 「ａ
　
確かに、事前求償権と事後求償権とは、その発生事由及び消滅事由を異にし、債権内容も異なる
から、両者は別個の権利であり、その法的性質も異なるものというべきである（事後求償権の消滅時効の起算点に関する最高裁昭和六〇年二月一二日第三小 廷判決・民集三九巻一号八九頁参照） 。　
しかしながら、
そもそも事前求償権は、保証人が債権者に対する免責行為をしたことにより取得する事後求償権
を保全するために認められた権利であり、このことは、事前求償権の発生事由（民法四五九条一項前段、四六〇条各号）又は消滅事由（同法四六一条）が、すべて事後求償権を保全する必要性の発生又は消滅に依拠していることからも明らかであ 。　
とすれば、両者は、たとえ法的性質が異なる別個の権利ではあっても、密接な関係にあるというべきであり、事
後求償権の発生後であっても、その保全の必要性があれば、事前求償権について認められた権利の行使を事後求償権についても認めるのが相当であ 。ｂ
　
本件仮差押えは、まさに本件求償権を保全するために行使された事前求償権に基づくものであるところ、事前
求償権の行使によって事後求償権が保全されなくなるというのは本末転倒であり、また、事前求償権保全のため本件仮差押えをした保証人に、免責行為後に事後求償権保全の め改めて仮差押えをすべきことを求めるという も不合理であるから、本件求償権 は、本件仮差押えにより本件求償権も保全されているとみるべきである。　
したがって、事前求償権についての本件仮差押えは、事後求償権についても、Ｘの代位弁済により本件求償権が
発生した平成六年一一月一八日に効力が及び、同日、消滅時効が中断し と解するのが相当である。 」
事前求償権による仮差押えと事後求償権の時効中断705
一一
３．最判平成二七年二月一七日（民集六九巻一号一頁、判例タイムズ一四一二号一二九頁、判例時報二二五四号二四頁、金融法務事情二〇 一号一〇〇頁、金融・商事判例一四六三号二二頁、同一四六六号五四
頁
（（
（
）
　
この判例は、上記二裁判例の上告審であるが、Ｙの上告を棄却している。
　
すなわち、 「事前求償権を被保全債権とする仮差押えは、 事後求償権の消滅時効をも中断する効力を有するものと
解するのが相当である。その理由は、次のとおりである。　
事前求償権は、事後求償権と別個の権利ではあるものの（最高裁昭和五九年（オ）第八八五号同六〇年二月一二
日第三小法廷判決・民集三九巻一号八九頁参照） 、 事後求償権を確保するために認められた権利であるという関係にあるから、委託を受けた保証人が事前求償権を被保全債権とする仮差押えを れば 事後求償権についても権利を行使しているのと同等のものとして評価することができる。
また、上記のような事前求償権と事後求償権との関係
に鑑みれば、委託を受けた保証人が事前求償権を被保全債権とする仮差押えをした場合であっても民法四五九条一項後段所定の行為をした後に改めて事後求償権について消滅時効 中断の措置をとらなければならないとすることは、当事者の合理的な意思ないし期待に反し相当でない。 」４．
小括
　
上記の三つの裁判例・判例は、いずれも前掲最判昭和六〇年二月一 日 引用し、事前求償権と事後求償権が別
々のものであることを前提にしてい 点は共通している。しかし、第一審が「事前求償権と事後求償権は、
究極の
目的と社会的効用を同じく
し、その異別性を見ても実益はなく、制度趣旨の見地からすると、
両者の同一性ないし
同質性が要求されてい
。 」と述べ、事後求償権保全説的見解を強調している。確かに、究極の目的と社会的効用は
同じであるこ に異論はなく、同一性や同質性要求されて るのも事実であるが、なぜ事前求償権による仮差押え
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が事後求償権の時効進行を止めることができるのかについての説明にはなっていない。　
また、控訴審は、事後求償権保全説的見解を述べた上で、 「両者は、たとえ法的性質が異なる別個の権利ではあっ
ても、
密接な関係
にあるというべきであり、事後求償権の発生後であっても、
その保全の必要性があれば
、事前求
償権について認められた権利の行使を事後求償権についても認めるのが相当である。 」と判示し、事後求償権に事前求償権の権利行使の効果が及ぶことに言及している。　
これに対し、最高裁の上記三判例は、 「保全」ではなく、事後求償権の「確保」と表現し、上記二裁判例と同様の
結論に導いている。微妙な違いかもしれないが、 「確保」 言う方が、この場合の両者の関係を表すのに適切であろう。
七、終わりに
　
前掲最判昭和三四年六月二五日の判例解説は、 「第四五九条 （過失なくして債権者に弁済すべき裁判の言渡を受け
た場合を除いて）は免責行為後の償還請求 として 求償権の発生を規定するし、第四六〇条（前条 裁判言渡の場合を加えて）は免責行為前の前払請求権としての求償権の発生を規定する と理解すべきもので、債権 特定標準を発生要件に求める限り、厳密に言えば、両者は別個の 利と見るべきであろう。然し、翻って考えれば、この両者は究極の目的と社会的効用を同じくし、その異別性に着眼した しても何らの実益なく、むしろ制度の趣旨から両者の同一性ないし同質性が要求されてい
る
（（
（
。 」と述べており、上記一裁判例に影響を与えている。
　
思うに、前掲最判昭和六〇年二月一二日は、事後求償権 時効の起算点がいつになるのかを言うために事前求償
権と事後求償権が別個の権利である旨を説示したも であり、それが将来にわたって 続くものであるとまでは
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言っていない。そもそも事前求償権は、事後求償権を確保するために認められたものであり、事前求償権により仮差押えが認められた時効中断の効果は、事後求償権についてもその効果が及ぶと解しても何ら差し支えないものと思われる。
（１）
　
柴田保幸「判例解説」最高裁判所判例解説民事篇昭和六〇年度版三二頁以下。
（２）
　
高橋眞「求償権と代位の研究」五七頁以下、潮見佳男「債権総論Ⅱ（第三版） 」四九一頁以下など。
（３）
　
石井眞司「事前求償権と事後求償権は別個の権利か同一の権利か」判例タイムズ五八三号三一頁、石田喜久夫「判例批評」
昭和六〇年度重要判例解説（ジュリスト臨時増刊八六二号）六〇頁など。
（４）
　
林良平「事前求償権と事後求償権 金融法務事情一一四三号三〇頁など。
（５）
　
本判決の判例批評に、村田利喜弥「信用保証協会が事前求償権により仮差押えをしていた場合、事後求償権の消滅時効が中
断されるか」銀行法務二一
―
七八七号三〇頁、長秀之「事前求償権を被担保債権とする仮差押えは、事後求償権の消滅時効
をも中断する効力を有する」ＮＢＬ一〇五六号六九頁、下村信江「事前求償権を被担保債権とする仮差押えと事後求償権の消滅時効の中断」金融法務事情 〇二五号二九頁などがある。
　　　
なお、控訴審判例の判例批評に、拙稿 事前求償権による仮差押えは事後求償権の時効を中断できるか」 銀行実務二〇一四―
四月号七頁などがあ 。
（６）
　
倉田卓次「判例解説」最高裁 所判例解説民事篇昭和三四年度版一〇一頁。
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